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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
 (注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  第45期第３四半期連結累計(会計)期間及び第45期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)

  純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３  第46期第３四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が 

  存在しないため記載しておりません。 

４  従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期

第３四半期 
連結累計期間

第46期
第３四半期 
連結累計期間

第45期
第３四半期 
連結会計期間

第46期 
第３四半期 
連結会計期間

第45期

会計期間

自 平成21年
  ４月１日
至 平成21年
  12月31日

自 平成22年
  ４月１日
至 平成22年
  12月31日

自 平成21年
  10月１日
至 平成21年
  12月31日

自 平成22年 
  10月１日 
至 平成22年 
  12月31日

自 平成21年
  ４月１日
至 平成22年
  ３月31日

売上高 (千円) 13,141,564 14,799,485 6,061,040 6,797,033 15,791,768 

経常利益 (千円) 1,162,848 1,605,707 1,011,890 1,263,058 855,446 

四半期(当期)純利益 (千円) 704,319 611,458 620,375 581,137 514,251 

純資産額 (千円) － － 7,507,837 7,760,319 7,336,450 

総資産額 (千円) － － 15,239,821 17,445,557 14,804,481 

１株当たり純資産額 (円) － － 987.81 1,021.08 965.27 

１株当たり四半期(当
期)純利益 

(円) 92.67 80.45 81.62 76.46 67.66 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 49.3 44.5 49.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △410,510 △498,700 － － 1,865,181 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △356,570 △680,438 － － △693,453

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 336,646 16,782 － － 668,441 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) － － 3,903,089 4,962,099 6,177,121 

従業員数 (名) － － 878 922 919 
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注)    １ 従業員数は就業人員であります。  

２  従業員数欄の（外書）は臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日7.5時間換算）

  であります。 

３ 臨時従業員はパートタイマーのみで、派遣社員を除いております。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注)     １ 従業員数は就業人員であります。 

２  従業員数欄の（外書）は臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員（１日7.5時間換算） 

  であります。 

３ 臨時従業員はパートタイマーのみで、派遣社員を除いております。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 922(151) 

 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 303(114) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  金額は販売価格によっております。 

２  上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当社グループの一部製品については、内示に基づく見込生産を行っております。実際の納入は内示と

異なる場合もあり、受注高及び受注残高を算出することは困難であることから、記載を省略しておりま

す。 

  
(3) 販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 当社グループ事業の内、車関連事業及びアウトドア・レジャー・スポーツ関連事業は、冬季製品（スキーキ

ャリア・タイヤ滑止等）の占める割合が高いため、当第３四半期連結会計期間の売上高の割合が著しく高く

なる傾向にあり、また、冬季の降雪量の多寡により業績が影響を受けることがあります。 

４  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

車関連事業 4,943,639 －

アウトドア・レジャー・スポーツ関連事業 631,715 －

合計 5,575,355 －

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

車関連事業 5,683,646 －

アウトドア・レジャー・スポーツ関連事業 710,540 －

介護関連事業 402,845 －

合計 6,797,033 －

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱オートバックスセブン 2,012,190 33.2 2,040,174 30.0 

㈱イエローハット 860,247 14.2 1,025,286 15.1 
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当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  
（１）経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得情勢は依然として厳しく、個人消費の

先行きには不透明感もあり、当社グループを取り巻く経営環境は予断を許さない状況で推移しました。

 このような状況下にあって、当社グループは引き続き、製品在庫管理の徹底、コストの削減などの効

率化を推進する一方、新技術・新発想による新製品の開発、値頃感のある製品の市場投入、新興国市場

への積極的な展開などに努めてまいりました。  

 この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、引き続きチャイルドシート、芳香剤等が好調に推

移し、また、タイヤチェーン、リモコンエンジンスターターの本格的なシーズンに入ったことにより、

6,797,033千円(前年同四半期比12.1％増)となりました。  

 損益面につきましては、販売費及び一般管理費の増加はありましたが、売上増による粗利の増加、原

価率の改善があり、営業利益は1,379,756千円(前年同四半期比27.2％増)となり、経常利益は1,263,058

千円(前年同四半期比24.8％増)となりました。四半期純利益は法人税等の負担増等もあり581,137千円

(前年同四半期比6.3％減)となりました。   

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

①車関連事業 

車関連事業につきましてはチャイルドシート、芳香剤等が好調に推移し、この結果、車関連事業の

売上高は5,683,646千円となりました。損益面につきましては、売上原価率の改善等があり、営業利

益は1,381,085千円となりました。 

  

②アウトドア・レジャー・スポーツ関連事業  

アウトドア・レジャー・スポーツ関連事業につきましては、自転車関連商品が引き続き好調に推移

し、また、スノーボード関連製品が本格的なシーズンに入り、売上高は710,540千円となりました。

損益面につきましては、売上増による粗利の増加があり、営業利益は239,018千円となりました。 

  

③介護関連事業  

介護関連事業につきましては、３棟目の老人介護施設が当第１四半期に開業したこともあり、売上

高は402,845千円となりました。損益面につきましては、３棟目に係る固定費の増加等による売上原

価の増加により、14,217千円の営業利益となりました。 

  
  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（２）財政状態の分析 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ2,501,716千円の増加となりました。この主な要因は、現金

及び預金は有価証券の購入等により2,146,183千円減少しましたが、受取手形及び売掛金が3,255,259

千円、有価証券が1,040,231千円増加したことなどによるものであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べ139,358千円の増加となりました。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ2,641,075千円増加の17,445,557千円となりまし

た。 

  

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ1,718,989千円の増加となりました。この主な要因は支払手

形及び買掛金が807,977千円、未払法人税等が618,908千円増加したことなどによるものであります。

 固定負債は、前連結会計年度末に比べ498,217千円の増加となりました。これは長期借入金の借入

れ、社債の発行などによるものであります。 

 この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ2,217,206千円増加の9,685,237千円となりました。

 なお、有利子負債残高は153,360千円増加の2,587,660千円となりました。 

  

（純資産） 

純資産は、前連結会計年度末に比べ423,869千円増加の7,760,319千円となりました。利益剰余金

474,651千円、その他有価証券評価差額金47,642千円等が増加したことによるものであります。 
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（３）キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前第３四半期連結会計期間末に比べ

1,059,009千円増加し、4,962,099千円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純

利益を1,304,178千円計上し、売上債権の増加等はありましたが、たな卸資産の減少、仕入債務の増

加、返品調整引当金の増加等により、297,933千円の現金及び現金同等物の増加(前年同四半期は

614,647千円の現金及び現金同等物の増加)となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得に

よる支出等により、145,827千円の現金及び現金同等物の減少(前年同四半期は85,660千円の現金及び

現金同等物の減少)となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済によ

る支出、配当金の支払い等がありましたが、社債の発行による収入があり、194,222千円の現金及び

現金同等物の増加(前年同四半期は79,433千円の現金及び現金同等物の減少)となりました。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

（５）研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は254,682千円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

  

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

  

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
 （注）大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及び  

       ＮＥＯ市場とともに、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の  

       上場金融商品取引所は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。 
  

    

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

       該当事項はありません。 

   

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

       該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

  

       該当事項はありません。 

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

  
(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,933,400 

計 19,933,400 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,928,885 7,928,885 
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 

 （スタンダード）
単元株式数は100株であります。

計 7,928,885 7,928,885 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年12月31日 ― 7,928,885 ― 1,637,706 ― 2,422,246 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成22年９月30日現在 

 
(注)  １「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個) 

  が含まれております。                                       

２ 単元未満株式には、自己保有の単元未満株式が14株含まれております。 

  

  

② 【自己株式等】 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成

22年10月12日以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  328,600 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式7,595,100 75,951 ― 

単元未満株式 普通株式    5,185 ― 単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 7,928,885 ― ―

総株主の議決権 ― 75,951 ―

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
 株式会社カーメイト 

東京都豊島区長崎5-33-11 328,600 ― 328,600 4.14 

計 ― 328,600 ― 328,600 4.14 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
 4月

 
 5月

 
 6月

 
 7月

 
 8月

 
 9月

 
 10月

 
 11月

 
 12月

最高(円) 418 466 409 422 400 396 377 376 400 

最低(円) 383 382 374 385 364 355 337 335 362 
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

  

   役職の異動 

  

 
  

３ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 副会長 
中国事業統括担当 
兼生産・調達担当 
兼情報システム担当

取締役 副会長 松本  猛 平成22年７月１日

取締役兼専務執行役員
テクニカルグループ担当 

兼開発管理室担当 
兼全社技術担当

取締役兼専務執行役員
エクスグループ担当 

兼テクニカルグループ担当 
兼開発管理室担当 

兼製造担当

佐久間 清 平成22年７月１日

取締役兼常務執行役員
新規事業開発担当

取締役兼常務執行役員
スーペリアグループ 
兼中国国内営業担当 
兼新規事業担当 
兼営業推進担当

谷口 克己 平成22年７月１日

取締役兼常務執行役員
ケミカル類開発担当 

兼アウトドアレジャー・スポーツ
担当 

兼タイヤチェーングループ担当 
兼環境・マーケティング担当

取締役兼執行役員
ケミカルグループ担当 

兼マーケティングDiv.担当 
兼環境担当

松本 芳行 平成22年７月１日

取締役兼執行役員 
技術研究所長 

取締役 技術研究所長 徳田  勝 平成22年７月１日
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半

期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年

４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任あずさ監査法人に

より四半期レビューを受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22

年７月１日をもって有限責任あずさ監査法人となっております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,561,932 5,708,115

受取手形及び売掛金 ※２  4,972,601 1,717,341

有価証券 1,510,167 469,935

製品 1,715,460 1,646,481

仕掛品 168,844 110,214

原材料及び貯蔵品 387,595 286,956

その他 694,172 569,900

貸倒引当金 △3,716 △3,606

流動資産合計 13,007,056 10,505,339

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１  959,933 ※１  998,655

機械装置及び運搬具（純額） ※１  199,897 ※１  202,532

工具、器具及び備品（純額） ※１  295,888 ※１  334,084

土地 483,470 483,470

建設仮勘定 109,851 6,493

有形固定資産合計 2,049,042 2,025,237

無形固定資産 229,155 238,483

投資その他の資産   

投資有価証券 672,743 770,798

長期貸付金 499,976 370,809

その他 987,683 893,913

貸倒引当金 △100 △100

投資その他の資産合計 2,160,302 2,035,420

固定資産合計 4,438,500 4,299,141

資産合計 17,445,557 14,804,481

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,455,193 1,647,216

短期借入金 336,000 336,000

1年内返済予定の長期借入金 223,360 217,340

1年内償還予定の社債 368,600 443,600

未払法人税等 796,583 177,675

賞与引当金 256,212 361,978

返品調整引当金 650,100 334,000

その他 1,015,116 864,367

流動負債合計 6,101,165 4,382,176
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

固定負債   

社債 850,300 741,400

長期借入金 809,400 695,960

退職給付引当金 981,232 941,888

役員退職慰労引当金 524,047 454,036

その他 419,091 252,569

固定負債合計 3,584,071 3,085,854

負債合計 9,685,237 7,468,031

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,637,706 1,637,706

資本剰余金 2,422,246 2,422,246

利益剰余金 4,101,737 3,627,086

自己株式 △183,121 △183,007

株主資本合計 7,978,568 7,504,031

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 83,898 36,256

土地再評価差額金 △196,648 △196,648

為替換算調整勘定 △105,499 △7,188

評価・換算差額等合計 △218,249 △167,580

純資産合計 7,760,319 7,336,450

負債純資産合計 17,445,557 14,804,481
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 ※２  13,141,564 ※２  14,799,485

売上原価 ※２  8,304,240 ※２  9,099,839

売上総利益 4,837,324 5,699,645

販売費及び一般管理費 ※１, ※２  3,481,424 ※１, ※２  3,803,782

営業利益 1,355,899 1,895,862

営業外収益   

受取利息 9,214 12,853

受取配当金 16,592 19,202

補助金収入 － 12,662

その他 4,209 3,263

営業外収益合計 30,017 47,982

営業外費用   

支払利息 22,487 31,097

売上割引 127,486 138,436

為替差損 39,925 133,693

その他 33,169 34,910

営業外費用合計 223,068 338,137

経常利益 1,162,848 1,605,707

特別利益   

固定資産売却益 1,644 266

投資有価証券売却益 164 －

償却債権取立益 3,411 3,390

特別利益合計 5,220 3,656

特別損失   

固定資産除却損 17,855 254

固定資産売却損 54 184

投資有価証券売却損 69 －

投資有価証券評価損 12,382 154,003

特別損失合計 30,361 154,442

税金等調整前四半期純利益 1,137,707 1,454,921

法人税、住民税及び事業税 480,070 877,947

法人税等調整額 △46,682 △34,484

法人税等合計 433,387 843,463

少数株主損益調整前四半期純利益 － 611,458

四半期純利益 704,319 611,458
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 ※２  6,061,040 ※２  6,797,033

売上原価 ※２  3,778,594 ※２  4,118,143

売上総利益 2,282,445 2,678,889

販売費及び一般管理費 ※１, ※２  1,198,032 ※１, ※２  1,299,133

営業利益 1,084,413 1,379,756

営業外収益   

受取利息 2,437 5,082

受取配当金 5,318 6,453

為替差益 10,591 －

補助金収入 － 4,234

その他 269 674

営業外収益合計 18,616 16,444

営業外費用   

支払利息 8,782 9,727

売上割引 72,694 77,612

為替差損 － 36,001

その他 9,663 9,801

営業外費用合計 91,140 133,142

経常利益 1,011,890 1,263,058

特別利益   

固定資産売却益 1,084 214

投資有価証券売却益 164 －

投資有価証券評価損戻入益 － 38,947

償却債権取立益 1,806 2,089

特別利益合計 3,055 41,251

特別損失   

固定資産除却損 16,713 130

固定資産売却損 － 0

投資有価証券売却損 69 －

特別損失合計 16,782 131

税金等調整前四半期純利益 998,163 1,304,178

法人税、住民税及び事業税 394,425 727,578

法人税等調整額 △16,637 △4,537

法人税等合計 377,787 723,041

少数株主損益調整前四半期純利益 － 581,137

四半期純利益 620,375 581,137
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,137,707 1,454,921

減価償却費 440,744 398,135

有形固定資産売却損益（△は益） △1,590 △81

有形固定資産除却損 17,855 254

投資有価証券売却損益（△は益） △95 －

投資有価証券評価損益（△は益） 12,382 154,003

為替差損益（△は益） △2,525 2,450

貸倒引当金の増減額（△は減少） △64,291 290

賞与引当金の増減額（△は減少） △117,042 △105,765

返品調整引当金の増減額（△は減少） 234,200 316,100

退職給付引当金の増減額（△は減少） 45,132 39,358

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,460 70,011

受取利息及び受取配当金 △25,807 △32,056

支払利息 22,487 31,097

売上債権の増減額（△は増加） △2,811,507 △3,298,530

たな卸資産の増減額（△は増加） 861,319 △253,459

仕入債務の増減額（△は減少） 147,448 851,415

その他 △164,209 128,645

小計 △270,250 △243,208

利息及び配当金の受取額 26,016 32,269

利息の支払額 △21,058 △31,453

法人税等の支払額 △145,217 △256,307

営業活動によるキャッシュ・フロー △410,510 △498,700

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △270 △150

定期預金の払戻による収入 － 1,080

有価証券の取得による支出 － △10,000

有形固定資産の取得による支出 △330,444 △391,947

有形固定資産の売却による収入 6,201 2,817

投資有価証券の取得による支出 △5,110 △15,003

投資有価証券の売却による収入 16,090 －

投資有価証券の償還による収入 － 6,444

貸付けによる支出 － △252,013

貸付金の回収による収入 10,728 15,028

その他 △53,765 △36,692

投資活動によるキャッシュ・フロー △356,570 △680,438
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 500,000 －

短期借入金の返済による支出 △500,000 －

長期借入れによる収入 600,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △202,900 △180,540

社債の発行による収入 192,974 291,475

社債の償還による支出 △177,500 △266,100

自己株式の取得による支出 △44 △113

配当金の支払額 △75,883 △127,938

財務活動によるキャッシュ・フロー 336,646 16,782

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,385 △52,666

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △437,820 △1,215,022

現金及び現金同等物の期首残高 4,340,909 6,177,121

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  3,903,089 ※１  4,962,099
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【継続企業の前提に関する事項】 

  

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

項目
         当第３四半期連結累計期間   
          (自 平成22年４月１日 
           至 平成22年12月31日) 

会計処理基準に関す
る事項の変更  
  
  

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号
平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指
針第21号 平成20年３月31日)を適用しております。 
 これによる、損益に与える影響はありません。 

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

(自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２ 棚卸資産の評価方法 

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

３ 固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

  

  

  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１ 税金費用の計算 

一部の子会社において、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,347,304千円 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融

機関の休日であったため、次の第３四半期連結

会計期間末日満期手形が、第３四半期連結会計

期間末残高に含まれております。 

    受取手形             162,215千円

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,033,323千円 

 ―――――――――――――――――――――――― 
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(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

  

 
  

第３四半期連結会計期間 

  

 
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次  

  のとおりであります。 

 

  運送料 370,400千円

  広告宣伝費 141,335〃

  給料手当 1,144,491〃

  賞与引当金繰入額 107,498〃

  退職給付費用 48,374〃

  役員退職慰労引当金繰入額 6,878〃

  減価償却費 93,652〃

  研究開発費 660,449〃

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次  

  のとおりであります。 

 

運送料 398,093千円

広告宣伝費 217,911〃

給料手当 1,206,564〃

賞与引当金繰入額 116,988〃

退職給付費用 56,583〃

役員退職慰労引当金繰入額 70,011〃

減価償却費 90,596〃

研究開発費 710,751〃

※２ 当社グループの事業は、冬季製品（スキーキャリ
ア・タイヤ滑止等）の占める割合が高いため、連
結会計年度の第３四半期の売上高及び営業費用の
割合が著しく高くなる傾向があり、また、冬季の
降雪量の多寡により業績に影響を受けることがあ
ります。 

※２ 当社グループの事業は、冬季製品（スキーキャリ
ア・タイヤ滑止等）の占める割合が高いため、連
結会計年度の第３四半期の売上高及び営業費用の
割合が著しく高くなる傾向があり、また、冬季の
降雪量の多寡により業績に影響を受けることがあ
ります。 

(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次  

  のとおりであります。 

 

  運送料 152,038千円

  広告宣伝費 42,133〃

  給料手当 494,159〃

  賞与引当金繰入額 △40,394〃

  退職給付費用 17,424〃

  役員退職慰労引当金繰入額 5,881〃

  減価償却費 33,620〃

  研究開発費 190,594〃

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次  

  のとおりであります。 

 

運送料 156,357千円

広告宣伝費 55,615〃

給料手当 503,814〃

賞与引当金繰入額 △37,703〃

退職給付費用 16,503〃

役員退職慰労引当金繰入額 7,774〃

減価償却費 32,992〃

研究開発費 248,448〃

※２ 当社グループの事業は、冬季製品（スキーキャリ
ア・タイヤ滑止等）の占める割合が高いため、当
第３四半期連結会計期間の売上高及び営業費用の
割合が著しく高くなる傾向があり、また、冬季の
降雪量の多寡により業績に影響を受けることがあ
ります。 

※２ 当社グループの事業は、冬季製品（スキーキャリ
ア・タイヤ滑止等）の占める割合が高いため、当
第３四半期連結会計期間の売上高及び営業費用の
割合が著しく高くなる傾向があり、また、冬季の
降雪量の多寡により業績に影響を受けることがあ
ります。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

 至  平成22年12月31日) 

１  発行済株式の種類及び総数 

 
  
２  自己株式の種類及び総数 

 
  
３  新株予約権等の四半期連結会計期間末残高 

  
  該当事項はありません。 

  
４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  
  

(2) 基準日が当第３四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

  
該当事項はありません。 

  
５  株主資本の著しい変動に関する事項 

  
該当事項はありません。 

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

現金及び預金 3,434,103千円

有価証券 469,825〃 

   計 3,903,929千円

預入期間が３か月超の定期預金 △840〃 

現金及び現金同等物 3,903,089千円

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 3,561,932千円

有価証券 1,510,167〃 

   計 5,072,099千円

預入期間が３か月超の定期預金 △100,000〃 

MMF以外の有価証券 △10,000〃 

現金及び現金同等物 4,962,099千円

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,928,885 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 328,765 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 91,205 12 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年10月29日 
取締役会 

普通株式 45,601 6 平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金

― 22 ―



(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
  

  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
 (注)１ 事業区分の方法は内部管理上採用している区分を基本としておりますが、製品の用途・性質の類似性を考 

  慮して「車関連事業」、「アウトドア・レジャー・スポーツ関連事業」及び「介護関連事業」に区分して

  おります。 

 ２ 各事業の主な製品等 

 
  

 
車関連事業 
(千円)

アウトドア・
レジャー・ス
ポーツ関連 
事業(千円)

介護関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 5,300,459 455,051 305,529 6,061,040 － 6,061,040 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

－ － － － － －

計 5,300,459 455,051 305,529 6,061,040 － 6,061,040 

   営業利益 1,137,979 151,895 27,919 1,317,794 (233,380) 1,084,413 

 
車関連事業 
(千円)

アウトドア・
レジャー・ス
ポーツ関連 
事業(千円)

介護関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 11,183,851 1,009,619 948,093 13,141,564 － 13,141,564 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

－ － － － － －

計 11,183,851 1,009,619 948,093 13,141,564 － 13,141,564 

   営業利益 1,690,321 213,028 116,463 2,019,813 (663,913) 1,355,899 

事業 
区分

製品部門 主要製品等

車関連 
事業 

車用品部門 
車用小物類、オートスポーツ用品(RÄZOブランド等)、車用鏡類、チャ
イルドシート等。 

運搬架台・タイ
ヤ滑止部門 

スキーキャリア及び各種レジャー用具積載用システムキャリア(ＩＮ
ＮＯブランド)、非金属タイヤ滑止(バイアスロンブランド)等。 

ケミカル類部門 芳香剤、消臭剤等のケミカル類等。

電子・電気機器 
部門 

ハロゲンバルブ、自動車用ＨＩＤランプ、エンジンスターター、車内
電装用品、携帯電話関連品、エアクリーナー、カーセキュリティ等。 

アウトドア・レジャー・ 
スポーツ関連事業 

スポーツ用品(スノーボード及びその関連品等)、キャンプ用品、
アウトドア用品、レジャー用品、ウェア類、自転車等。 

介護関連事業 老人介護施設の設置、運営等。
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【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
  

  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
 (注)    国又は地域の区分は、経済活動の類似性及び地理的近接度を考慮して決定しております。 

本邦以外の区分に属する主な国又は地域については、「中国」、「韓国」及び「米国」に区分しております

が、「韓国」及び「米国」については、全セグメントの売上高に占める割合が10％未満であるため、「その

他の地域」として記載しております。 

  

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)及び 

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

  

   海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

 
日本 
(千円)

中国
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 5,753,983 83,037 224,019 6,061,040 ― 6,061,040 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 127,054 819,982 ― 947,037 (947,037) ―

計 5,881,037 903,020 224,019 7,008,077 (947,037) 6,061,040 

営業利益 1,174,678 94,125 30,437 1,299,241 (214,827) 1,084,413 

 
日本 
(千円)

中国
(千円)

その他の地域
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 12,495,741 226,653 419,170 13,141,564 － 13,141,564 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 250,643 1,958,852 ― 2,209,495 (2,209,495) ―

計 12,746,385 2,185,505 419,170 15,351,060 (2,209,495) 13,141,564 

営業利益 1,888,774 147,297 1,362 2,037,434 (681,534) 1,355,899 
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【セグメント情報】 

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社は、製品の用途・性質の類似性を考慮して「車関連事業」、「アウトドア・レジャー・スポーツ関

連事業」及び「介護関連事業」の３事業に分類し、当該３事業を報告セグメントとしております。 

「車関連事業」は、主に車用小物類、チャイルドシート、非金属タイヤ滑止(バイアスロンブランド)、

芳香剤、ハロゲンバルブ等の製造販売を行っております。 

「アウトドア・レジャー・スポーツ関連事業」は、主にスポーツ用品(スノーボード及びその関連品

等)、自転車関連用品等の製造販売を行っております。 

「介護関連事業」は老人介護施設の設置、運営等を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
  

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 
  

  （単位：千円）

 

報告セグメント

合計

車関連事業
アウトドア・レジャ
ー・スポーツ関連事業

介護関連事業

売上高   

  外部顧客への売上高 12,483,111 1,197,459 1,118,914 14,799,485 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

－ － － －

計 12,483,111 1,197,459 1,118,914 14,799,485 

セグメント利益又は損失(△) 2,447,357 269,210 △37,909 2,678,658 

  （単位：千円）

 

報告セグメント

合計

車関連事業
アウトドア・レジャ
ー・スポーツ関連事業

介護関連事業

売上高   

  外部顧客への売上高 5,683,646 710,540 402,845 6,797,033 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

－ － － －

計 5,683,646 710,540 402,845 6,797,033 

セグメント利益 1,381,085 239,018 14,217 1,634,321 
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項) 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

  

(企業結合等関係) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 2,678,658 

全社費用(注) △782,795

四半期連結損益計算書の営業利益 1,895,862 

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 1,634,321 

全社費用(注) △254,565

四半期連結損益計算書の営業利益 1,379,756 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

  

 
  
  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

第３四半期連結累計期間 

  

 
 (注)１ 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している

  潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

２ 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

３ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

  

 1,021.08円
 

965.27円

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 92.67円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
 

１株当たり四半期純利益金額 80.45円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円

項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益 

四半期純利益 704,319千円 611,458千円

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る四半期純利益 704,319千円 611,458千円

普通株式の期中平均株式数 7,600千株 7,600千株
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第３四半期連結会計期間 

  

 
 (注)１ 前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している

  潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

２ 当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

３ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

  

  

  

(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

  

  

第46期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年10月29日開催の取

締役会において、平成22年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこと

を決議いたしました。 

   ①配当金の総額                 45,601千円 

   ②１株当たりの金額                 6円00銭  

   ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成22年12月６日 

(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益 81.62円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
 

１株当たり四半期純利益金額 76.46円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円

項目 (自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益 

四半期純利益 620,375千円 581,137千円

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る四半期純利益 620,375千円 581,137千円

普通株式の期中平均株式数 7,600千株 7,600千株

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年２月12日

株式会社カーメイト 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社カーメイトの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カーメイト及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    佐    野         裕    印 

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    土    肥         真    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成23年２月14日

株式会社カーメイト 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社カーメイトの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カーメイト及び連結子会社の平成

22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    佐    野    裕    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    土    肥    真    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年２月14日 

【会社名】 株式会社カーメイト 

【英訳名】 CAR MATE MFG. CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長  村 田 隆 昭 

【最高財務責任者の役職氏名】  ― 

【本店の所在の場所】 東京都豊島区長崎五丁目33番11号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役会長兼社長村田隆昭は、当社の第46期第３四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22

年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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